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福島県原子力発電所安全確保技術検討会は、東京電力ホールディングス株式会社（以下

「東京電力」という。）から事前了解願いのあった、福島第一原子力発電所廃棄物関連設

備及び施設の新・増設計画について、福島県原子力発電所の廃炉に関する安全監視協議会

専門委員の指導・助言を得て、原子力発電所周辺地域住民の安全と安心を確保する観点か

ら、確認、検討を行い（別紙１参照）、 その結果を次のとおり取りまとめた。

１ 放射性物質の漏えい防止・拡散防止対策

東京電力は、廃棄物関連設備及び施設からの放射性物質の漏洩防止、拡散防止対策を

次のとおり行うとしている。

（１）排ガス（焼却設備）及び排気中の放射性物質の拡散防止対策及びモニタリング

①増設雑固体廃棄物焼却設備

・焼却処理に伴い発生する排ガス及び汚染区域の排気については、フィルタを通し

て放射性物質を除去し、十分低い濃度にしてから排気する。また排気中の放射性

物質濃度の定期的な測定及びバックアップ電源を備えた装置による連続測定を行

う。

・焼却灰は容器に収納して扱い、飛散を防止する。

②焼却炉前処理設備

・汚染区域の排気については、建屋空調による換気を行い、フィルタを通して放射

性物質を除去し、十分低い濃度にしてから排気する。また排気中の放射性物質濃

度を定期的に測定する。

・粉塵の発生源となるエリアにおいては局所集塵機を設置し、放射性物質が含まれ

る粉塵の拡散を抑制する。

③減容処理設備

・汚染区域の排気については、建屋空調による換気を行い、フィルタを通して放射

性物質を除去し、十分低い濃度にしてから排気する。また排気中の放射性物質濃

度を定期的に測定する。

・粉塵の発生源となるエリアにおいては局所集塵機を設置し、放射性物質が含まれ

る粉塵の拡散を抑制する。

④増設固体廃棄物貯蔵庫

・汚染区域の排気については、建屋空調による換気を行い、フィルタを通して放射

性物質を除去し、十分低い濃度にしてから排気する。また排気中の放射性物質濃

度を定期的に測定する。

・容器保管を基本とし、容器に収納が困難な大型の廃棄物はシート等により飛散を

抑制する

・建屋空調による換気・除湿を行い、容器の腐食を抑制するとともに、保管物から

発生する水素(*)の滞留を防止する。

・保管物中の水分が容器から漏えいする可能性がある場合には、漏えい拡大防止策

として、保管エリアの周囲を堰で囲み、堰及び床を防水塗装するとともに、堰ご

とに漏えい検知機を設置し、漏えいの有無を監視する。
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⑤汚染土一時保管施設

・コンテナ若しくはコンクリート製のボックスカルバート容器等に収納・保管し、

蓋などの接合部にパッキンを使用する、塗装を実施する等により、風雨の影響を

受けにくくする。

・地面にコンクリートを打設することにより、雨水が直接地面に浸透しにくい構造

とし、汚染土の飛散及び流出を防止する。

・汚染土が保管場所の周囲に飛散及び流出していないことを、定期的に確認する。

⑥大型廃棄物保管庫

・汚染区域の排気については、建屋空調による換気を行い、フィルタを通して放射

性物質を除去し、十分低い濃度にしてから排気する。また排気中の放射性物質濃

度を定期的に測定する(図１参照)。

・使用済吸着材は基本的に容器保管とする。

・容器に収納が困難な大型のものはシート等により飛散を抑制する。

・建屋空調による換気・除湿を行い、容器の腐食を抑制するとともに、保管物から

発生する水素の滞留を防止する。

・容器を使用する、もしくは水分を予め抜くことにより漏えいを防止する。

・保管物中の水分が容器から漏えいする可能性がある場合には、漏えい拡大防止策

として、保管エリアの周囲を堰で囲み、堰及び床を防水塗装するとともに、堰ご

とに漏えい検知器を設置し、漏えいの有無を監視する。

図１ 大型廃棄物保管庫における換気イメージ

(*)水素の発生

保管物が大量の放射性物質を内包し、かつ残留水分が存在する場合、発生する放射線による残

留水分の放射線分解により、水素、酸素が生成される。

放射線

２Ｈ２Ｏ → ２Ｈ２ ＋ Ｏ２

なお、既設の水処理二次廃棄物の一時保管施設は屋外型施設であり、水素自身の浮力により自

然換気される仕組みになっている。
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（２）汚染水に含まれる放射性物質の拡散防止対策

各施設ともに基本的に汚染水は発生せず、排水もない。

なお、増設雑固体廃棄物焼却設備のみ、排ガスのモニタリング設備から凝縮水が少

量（0.02～0.03ｍ３/日)発生するが、建屋内のドレンタンクに収集し、焼却炉内に供

給・焼却する計画となっている（図２参照）。

図２ 増設雑固体廃棄物焼却設備における建屋内の排水処理

なお、廃棄物関連設備及び施設予定地の雨水は、排水溝から沈砂池を経由し、造成

前の雨水と同様に、至近を流れる陳場沢川へ排水する（図３参照）。また、これまで

は陳場沢川の敷地入口と出口で年１回の放射能測定を行っていたが、今後、モニタリ

ングの強化（陳場沢川の測定頻度増加、沈砂池の測定追加）を検討するとしている。

図３ 廃棄物関連設備及び施設予定地周辺の雨水の排水計画
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次の設備及び施設については、建屋内で固体状の放射性物質を取り扱うため基本的

に雨水等との接触はないが、放射性物質を拡散させないよう、次の対策を取る。

①増設雑固体廃棄物焼却設備

・焼却灰が飛散しないよう容器に収納する。

②焼却炉前処理設備

・処理に伴い発生する粉じんを局所集塵機で回収する。

③減容処理設備

・処理に伴い発生する粉じんを局所集塵機で回収する。

④増設固体廃棄物貯蔵庫

・廃棄物を容器に収納する等により飛散を抑制する。

・建屋の空調換気により容器の腐食を防止する。

・保管物中の水分が漏洩する可能性がある場合は、廃棄物を容器に収容することに

より漏洩を防止し、保管庫内に堰を設け、床に防水塗装を施す。

⑤汚染土一時保管施設

・コンテナ若しくはコンクリート製のボックスカルバート容器等に収納・保管し、

蓋などの接合部にパッキンを使用する、塗装を実施する等により、風雨の影響を

受けにくくするとともに、地面にコンクリートを打設することにより、雨水が直

接地面に浸透しにくい構造とする。

⑥大型廃棄物保管庫

・廃棄物を容器に収容することにより漏えいを防止する。

・保管庫内に堰を設け、床に防水塗装を施す。

２ 敷地境界への放射線の影響

東京電力は、敷地境界への放射線の影響を以下のとおり評価している。

（１）廃棄物関連設備及び施設全体の線量評価

敷地境界上に評価地点を100地点設定し、それぞれの評価地点において各廃棄物関

連設備及び施設からの影響を評価し、それらの影響を加算して評価を行っている（図

４-１、図４-２参照）。評価は次に示す時系列毎に行っている。

①平成28年(2016年)３月31日時点

②計画されている設備及び施設が設置された時点

（増設固体廃棄物貯蔵庫第12棟以降及び大型廃棄物保管庫の一部（今後検討分約

8,000㎡分)を除く）

③増設固体廃棄物貯蔵庫第12棟以降及び大型廃棄物保管庫の一部（今後検討分約

8,000㎡分)を含む設備及び施設が設置され、瓦礫等の屋外一時保管エリアＥ・

Ｆ・Ｑが解消された時点

④瓦礫等の屋外一時保管エリアが全て解消された時点（平成40年度(2028年度)）

各廃棄物関連設備及び施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による

影響の評価方法は、各階・各エリアに保管物等の線源条件を設定し、その条件の保管

物等が満杯に保管された状態を保守的に想定して評価コードＭＣＮＰ（モンテカルロ

法）を用いて三次元で詳細評価している。
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（２）各設備等による敷地境界への影響線量評価結果

代表的な地点における時系列毎の線量評価結果は次のとおり。

廃棄物関連設備及び施設の設置による年間線量の影響が最大となるのは至近の評価

地点Bp78であり、その地点において年間線量が最大約0.92mSv以下（廃棄物関連設備

及び施設からの影響追加分約0.21mSv以下)になるように、各施設の線源条件の設定及

び遮へい設計を実施するとしている（各設備等毎の影響は下記（参考）のとおり）。

その後、増設固体廃棄物貯蔵庫第12棟以降及び、大型廃棄物保管庫の今後検討分の

8,000㎡分を建設する際には、発電所構内から敷地境界への追加線量が1mSv/年を超え

ないよう、並行して瓦礫等の屋外の一時保管エリアの解消を進めるとしており、現在

ある一時保管エリアＥ、Ｆ、Ｑの解消時点で(評価地点Bp78)は約0.05mSv/年増加する

見込みであるが、最終的(平成40年(2028年))には0.02mSv/年低減する見込みである。

なお、敷地境界の年間線量が最大である南側(評価地点Bp7)、その他線量の高い、

西側(評価地点Bp70)、北側(評価地点Bp93)においては、設備及び施設の設置による影

響はほとんどなく、現在ある一時保管エリアＥ、Ｆ、Ｑが解消されることにより、西

側で0.09mSv/年、北側で0.07mSv/年低減し（南側では変化なし）、最終的には全地点

で減少する見込みである。

廃棄物処理設備及び施設の設置による敷地境界への放射線の影響に関しては、計画

や進捗に変更があった場合は、技術検討会で確認していく必要がある。

なお、排気による敷地境界への影響は、フィルタを通し放射性物質濃度を十分低く

して排出される為、直接ガンマ線・スカイシャインガンマ線に比べてほとんどない。

（参考）各設備等から敷地境界（評価地点Bp78）への線量影響目標値。

①増設雑固体廃棄物焼却設備 約0.006mSv/年 以下

②焼却炉前処理設備 約0.004mSv/年 以下

③減容処理設備 約0.031mSv/年 以下

④増設固体廃棄物貯蔵庫

・第10棟（低線量保管庫） 約0.045mSv/年 以下

・第11棟（高線量保管庫） 約0.045mSv/年 以下

⑤汚染土一時保管施設 約0.050mSv/年 以下

⑥大型廃棄物保管庫（約4,000㎡分） 約0.030mSv/年 以下

合計 約0.21 mSv/年 以下
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図４-１ 敷地境界線量の全体の評価（評価地点）
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図４-２ 敷地境界線量の全体の評価（評価線量）
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３ 放射線防護管理及び作業員の被ばく低減対策

東京電力は、作業員の被ばく線量低減対策のために以下の管理を行うとしている。

・作業時以外は出入口を施錠管理するか若しくは連続監視することにより、関係者以外

がむやみに立ち入らないようにする。

・空間線量率を定期的に測定し、測定結果を各エリアに表示し作業員への注意喚起を行

う。

・保管物の表面線量率を確認し、線量率に応じた保管場所を選定する。

・１mSv/hを超えるエリアは遠隔カメラ等で遠隔監視をする。

・１mSv/hを超える容器を移動・保管する場合は、可能な限り遮蔽機能のあるフォーク

リフト若しくは遠隔操作のフォークリフトを使用する。

・増設雑固体廃棄物焼却設備において、焼却灰を一時保管するエリアの周りをコンクリ

ートの壁・天井で遮蔽する。

・大型廃棄物保管庫では操作室を別に用意したクレーンを利用する。

４ 電源設備及び電源喪失時の対応

東京電力は、各設備等ともに、電源喪失時には基本的に主要設備が停止するが、設備

の健全性は維持されることから安全上は問題がないとしている。それぞれの設備におい

て主要設備以外の対応は次のとおり。

①増設雑固体廃棄物焼却設備

・電源喪失時の機器保全・復旧を円滑に行うため、一部の設備（排ガス中の放射性

物質濃度の連続モニタを含む）にバックアップ電源を備える。

②焼却炉前処理設備

・なし。

③減容処理設備

・なし。

④増設固体廃棄物貯蔵庫

・水素対策として自然換気が出来る開口部を設けて、電源喪失時には開口部を開放

するか、もしくは外部電源を用いて換気設備を起動する。

⑤大型廃棄物保管庫

・水素対策として自然換気が出来る開口部を設けて、電源喪失時には開口部を開放

する。

５ 自然現象に対する考慮

東京電力は、地震等の自然現象に対する設計上の考慮として、以下の対応をするとし

ている。

なお、土地造成に合わせて実施するボーリング調査等の地盤調査結果及びそれに基づ

き設定された計画等に関して、確認していく必要がある。

（１）積雪

建築基準法施行令及び福島県建築基準法施行細則に基づく積雪荷重により設計す

る。
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（２）強風（台風、竜巻）

建築基準法施行令に基づく風荷重により設計する。

（３）津波

廃棄物関連設備及び施設を設置するエリアはＴ.Ｐ.(*1)26m～34mであり、アウター

ライズ地震による津波は到達しないと考えられるため、津波により安全性を損なうこ

とはないとしている。

なお、現在原子力規制委員会において議論されている検討用津波について、福島第

一原子力発電所への適応方針が示された際には、東京電力はバックフィット(*2)の要

否について検討し、必要に応じて追加対策を検討するとしており、その結果を確認し

ていく必要がある。

(*1)Ｔ.Ｐ.：東京湾平均海面

(*2)バックフィット：最新の技術・知見を取り入れた基準に適合するように既存の設備を更新

・改造すること。

（４）地震

特定原子力施設（原子力発電所）における施設の耐震設計は「原子力発電所耐震設

計技術指針（JEAG4601）に基づき、その重要度に応じて分類したクラス（Ｓ～Ｃ）毎

に求められる基準に基づいて設計される。

気体や液体などの放射性物質を内包し、その破損により公衆に影響を与える可能性

の大きい施設はＢクラスで設計し、その他の施設に関しては、これまでの許認可の実

績を踏まえてＣクラスで設計する。

また、転倒落下防止対策として、焼却灰を保管する容器は安定性の高い角形容器を

採用する。増設固体廃棄物貯蔵庫において、既設貯蔵庫のドラム缶を保管する場合に

は、角形容器に収納して保管するか、既設貯蔵庫で実施している転倒防止対策（固縛

等）を施す予定。大型廃棄物保管庫において水処理二次廃棄物を保管する場合は、床

に固定した架台に収納するか、相互連結により安定性を高めた架台等に収納する。

各廃棄物関連設備及び施設における耐震設計クラスは次のとおり。

①増設雑固体廃棄物焼却設備 Ｂクラス（焼却炉などの主要機器、建屋）

Ｃクラス（上記以外）

（既設の雑固体廃棄物焼却設備と同様に、焼却炉～排ガスフィルタまでは排ガス中に

放射性物質を含むためＢクラス。放射性物質が低減された排ガスフィルタ以降（排

ガスブロア、排気筒）はＣクラス。）

②焼却炉前処理設備 Ｃクラス

③減容処理設備 Ｃクラス

④増設固体廃棄物貯蔵庫 Ｃクラス

⑤汚染土一時保管施設 Ｃクラス

⑥大型廃棄物保管庫 Ｂクラス

（既設の水処理二次廃棄物を保管している使用済セシウム吸着塔一時保管施設と同様

に、主に、液体を含む水処理二次廃棄物を扱うためＢクラス。）

なお、現在原子力規制委員会において議論されている検討用地震動について、福島

第一原子力発電所への適応方針が示された際には、東京電力はバックフィットの要否
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について検討し、必要に応じて追加対策を検討するとしており、その結果を確認して

いく必要がある。

（５）集中豪雨・土砂崩れ

当該エリアの排水計画は、豪雨に対する措置として、「福島県 林地開発申請の手

引き」に基づき降雨強度（造成工事中：10年確率降雨強度、造成工事竣工後：30年確

率降雨強度）を設定し、雨水排水設計を実施する。

法面は地質調査結果等を用い、「道路土工－切土工・斜面安定工指針、道路土木－

盛土工指針（公益社団法人 日本道路協会）」に基づき、法面の安定計算を実施し、

安全を確保出来ない箇所については、斜面部に改良土を用いて土砂崩れを防ぐ。

一般的に起こる土砂崩れは雨水浸透により地盤が緩むことにより発生するが、当該

エリアに降る雨水は、排水計画に基づき側溝に導かれ排水される。

【参考】耐震クラスの設定根拠 （原子力発電所耐震設計技術規定 抜粋）

６ 外部人為事象に対する考慮

東京電力は、廃棄物関連設備及び施設の建屋は周辺監視区域内に設置するとしている。

また、汚染や線量のあるエリアは管理区域を設定し、人がみだりに立ち入らないように

壁、柵、塀等を設置するとしている。

７ 火災対策

東京電力は、火災対策として、以下の対策を実施するとしている。

（１）火災発生防止

建屋の内装材は出来る限り不燃材料を使用するとともに、建屋内の幹線ケーブル及
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び動力ケーブルは難燃ケーブルを、消防設備用のケーブルは耐火ケーブルや耐熱ケー

ブルを使用する。また、避雷設備を設置する。

また、焼却設備自体は、不燃物の金属で製作し、燃焼物、燃焼ガスに晒される内壁

には不燃の耐火材を設置することにより、通常燃焼時の焼却炉内部が900℃程度なの

に対し1,500℃まで耐えられる設計としている。

（２）火災検知

建築基準法に準じて、必要な箇所に自動火災報知設備を設置する。この自動火災報

知設備は、電源の多重化またはバッテリー内蔵型で機能損失がない設計とする。

（３）火災影響の軽減

建築基準法に準じて防火区画を設定するとともに、消防法に準じた消火設備を設置

する。この消火設備は電源の多重化またはバッテリー内蔵型で機能喪失がない設計と

する。

（４）作業員の退避

建築基準法に準じて必要な避難通路を確保するとともに、誘導灯を設置する。

８ 運転操作に関する考慮

東京電力は、運転員の誤操作を防止するため、操作盤の配置、操作器具等の操作性に

留意するとともに、計器表示及び警報表示により施設の状態が正確、かつ迅速に把握で

きるとしている。また保守点検において誤りが生じにくいよう留意するとしている。

９ 信頼性確保に関する考慮

東京電力は、各設備毎に以下の対応を行い、信頼性の向上を図るとしている。

（１）増設雑固体廃棄物焼却設備

放射性物質を系統外に容易に漏出させないため排ガスブロワで系統負圧を維持する

こととし、信頼性確保のため、排ガス補助ブロアを設置する。電源喪失時にはバック

アップ電源により補助ブロワの電源を確保する。

（２）焼却炉前処理設備・減容処理設備

停止しても設備の安全に影響する動的設備はないが、モニタリング設備は多重性を

持たせるため２系統の設計とする。

（３）増設固体廃棄物貯蔵庫・大型廃棄物保管庫

水素の滞留を防止するために換気を行う建屋空調は、トラブルやメンテナンス時を

考慮し、予備機を備える。モニタリング設備は多重性を持たせるため２系統の設計と

する。

10 点検・検査に関する考慮

東京電力は、廃棄物関連設備及び施設は所要の性能を確認するために必要な保守点検

が可能な構造とするとともに、必要な空間を備えた配置にするとしている。

また、保守点検は対象となる機器毎に点検頻度を定めた点検計画を策定し、それに基

づいて実施するとしている。
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11 放射線モニタリングに関する考慮

東京電力は、各設備毎に放射線モニタリングを以下のとおり行うとしている。

（１）増設雑固体廃棄物焼却設備

排気筒において、施設を起因とする粒子状の放射性物質により敷地境界における空

気中の濃度が法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を下回ることを

週１回確認するとともに、排ガス中の放射性物質濃度をバックアップ電源を備えた放

射線モニタで連続測定する。

（２）焼却炉前処理設備・減容処理設備・増設固体廃棄物貯蔵庫・大型廃棄物保管庫

排気口において、施設を起因とする粒子状の放射性物質により敷地境界における空

気中の濃度が法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を下回ることを

週１回確認する。
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12 まとめ

東京電力が計画している福島第一原子力発電所における廃棄物関連設備及び施設の新

・増設に関して、その設置目的、設置計画、安全性に関する基本的内容について確認し

た。

設置目的及び設置計画に関しては、その計画に至った経緯及び当該計画による廃棄物

の適切な貯蔵及び処理の妥当性を確認した（別紙２参照）。

その結果、本計画によれば、増設雑固体焼却設備等により廃棄物を減容するとともに、

現在屋外に保管している廃棄物の屋内保管への移行を促進するとしているが、放射性物

質の漏えいリスクの低減を図るためには、各設備等を計画どおり施工し、その設備等を

適切に管理することが強く求められる。

また、安全性に関しては、敷地境界への放射線の影響が、設備等の建設中においても

1mSv/年を超えることは無く、また設備等が整備された後は現在よりも低減されること

になるが、そのためには設備等の適切な運用管理が大前提であり、計画どおりに運用し

ていくことが求められる。

このため、設備等の設置・運用に当たっては、次の事項に取り組むよう事業者に求め

るべきと考える。

① 計画どおり施工し、運用管理を計画どおりに実施すること。

② 既設設備等における経験及び最新の事例・知見(*)の反映に努め、設備等のより一

層の信頼性向上及び安全性向上を図ること。

(*)ＨＩＣ蓋からのスラッジ上澄み水の漏えい、雑固体焼却炉配管継手からの漏えい等の再発防止対策

の反映など。

③ 固体廃棄物等の発生量、処理量及び貯蔵量の実態を把握し設備等の適切な運用管理

を図ること。

④ 設備等の設置工事及び設備等の運転・運用において異常が発生した場合や警報が発

報した場合には速やかに通報・連絡するとともに、異常等の発生の原因調査と必要な

対策を適切に実施し、その結果を報告すること。

⑤ 設備等の計画や進捗に変更があった場合には、速やかに報告すること。

⑥ 原子力規制委員会において議論されている検討用地震動・津波について、福島第一

原子力発電所への適応方針が示された場合には、バックフィットの要否について検討

し、必要に応じ追加対策を検討すること。


